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能なパターンである。この場合、発電所が得た 1億円のうち 80%にあたる 8,000万円が地
域の従業員や地域内の燃料化工場等に支払われる。次の段階でも 8,000万円の 80%（6,400
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万円）が地域に残る。こうして 80%が地域に残るパターンを続けて行くと、最終的には、








































































































































図 2　世界の化石燃料消費量の推移（平成 10 年版環境白書より抜粋）
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→ 20,000,000円、2巡目：20,000,000円→ 4,000,000円、 3巡目：4,000,000円→ 800,000円、 4
巡目：800,000円→ 160,000円、5巡目：160,000円→ 32,000円、6巡目：32,000円→ 6,400円
（以下省略）。
18）　計算は次の通り。 Bパターン（80%地域にとどまる場合）、 1巡目：100,000,000円→ 80,000,000
円、2 巡目 80,000,000 円→ 64,000,000 円、3 巡目：64,000,000 円→ 51,200,000 円、 4 巡目：
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